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１.新文書管理システムの概要 （第106回公文書管理委員会資料(令和６年４月22日)資料２）
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２.新文書管理システムで実現される機能（保存期間表関連）

【作成段階】
○ 保存期間表は、新文書管理システム内で作成。

○ 各行政機関文書管理規則における別表番号を入力すると、「事項（業務類型）」、
「保存期間」及び「保存期間満了時の措置」が自動転記。

【フォルダ作成】
○ 新文書管理システム上で作成された保存期間表をもとにしたメタデータにより、

検討中領域に保存するためのフォルダ（大分類、中分類、小分類）が自動生成。
（新文書管理システムにおいて、当該フォルダに格納する行政文書ファイル等とメタデータが
自動で紐付けされる。）

【行政文書ファイル管理簿】
○ 新文書管理システム上で作成された保存期間表をもとにしたメタデータにより、

行政文書ファイル管理簿の記載事項が自動的に転記。

【公表段階】
○ 保存期間表の公表は、新文書管理システムを通じてe-Govで公表。(※現在：各行政機関のHP)

公表作業は、総括文書管理者（各CRO室）による保存期間表の確認操作と紐づけて、自動化。

○ 新文書管理システムでは「保存期間表」、「フォルダ作成」、「行政文書ファイル管理簿」が
より連携したものへ 「保存期間表」が全てのベースとなる。
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（第109回公文書管理委員会（令和６年11月19日）資料４）

保存期間表に係る機能



３.新文書管理システムの開発・移行スケジュールについて
（第113回公文書管理委員会（令和７年４月28日）資料２）
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４.これまでの公文書管理委員会における議論の流れ
（新文書管理システムを見据えたガイドライン等関連）

ガイドラインの別表等の見直しの方向性（素案）を報告
第99回委員会
（令和４年11月９日）

ガイドライン別表の将来像を報告
第100回委員会
（令和５年３月８日）

ガイドライン別表の改正案を報告
第101回委員会
（令和５年４月24日）

ガイドライン見直しイメージ、公文書管理課長通知見直し
イメージを報告

第102回委員会
（令和５年７月24日）

ガイドライン見直しイメージに関する意見公募手続の結果
を報告
※ 新文書管理システムと関連しない部分については、

令和６年２月９日改正で措置済（令和６年４月１日施行）。

第104回委員会
（令和６年１月23日）

新文書管理システムを見据えた保存期間表（公文書管理課長
通知に規定）に係る現状について報告

第109回委員会
（令和６年11月19日）

4



５.新文書管理システムを見据えたガイドライン、課長通知改正案
のポイント

【令和９年４月１日施行予定】

○ ガイドライン別表第１及び別表第２を統合して、「行政文書の保存期間及び保存期間満了時の
措置に関する基準表」に変更した名称を記載。

○ 行政文書ファイル等の分類について、原則としてメタデータ付与による分類にして、電子上で管
理する旨等の記載。

○ 保存期間表の項目等について、新文書管理システムに具備される機能を踏まえ、行政文書ファイ
ル管理簿の項目との連動の観点から整理。

【令和10年４月１日以降施行予定】

○ 公文による廃棄協議の提出方法について、電子メールから文書管理システムに変更。

下線：これまでの委員会でお示しした事項からの追加点
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（第109回公文書管理委員会（令和６年11月19日）資料４）
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６.改正案における保存期間表の項目のポイント

■ 保存期間表の項目の整理

保存期間表
標準例

（現行）

新文書管理システムにおいて、保存期間表をもとにした自動化機能（書誌情
報の自動付与、フォルダの自動生成、行政文書ファイル管理簿への自動転記）
が実装されることから、職員の事務負担軽減のため、可能な限り、保存期間表
の項目と行政文書ファイル管理簿の項目との連動をはかることとしたもの。

具体例
文書管理規則
別表該当事項・

業務の区分

保存期間
満了時の

措置
管理者

保存
期間

作成
・

取得者

小分類
(行政文書ファイルの名称)

中分類
(業務の区分)

大分類
(事項)

文書管理規則
事項

（業務類型）

別表
番号

組織名
整理
番号

保存期間表
の項目

（改正案）

①②

③ ③ ③

ガイドライン 第６≪留意事項≫
＜行政文書ファイル管理簿への記載＞

① 新ガイドラインで削除される項目は保存期間表から削除 （例：当該業務に係る行政文書の類型）

② 特段記載が不要と考えられる項目は保存期間表から削除 （例：業務の区分）

③ 行政文書ファイル管理簿の項目のうち、自動転記機能を踏まえ、あらかじめ保存期間表で
設定した方が効率的と考えられる項目は保存期間表の項目として追加

（例：作成・取得者、管理者）

④ 行政文書ファイル管理簿の項目のうち、個々のファイルでの設定が適当と考えられる項目
は、保存期間表の項目としては追加しない

（例：作成・取得年度、起算日、保存期間満了日、媒体の種別、保存場所）

保存期間
満了時の
措置

文書管理規則
別表第２の該当
事項・業務の区分

保存
期間

小分類
(行政文書ファイルの名称)

中分類大分類具体例
当該業務に係る
行政文書の類型

業務の
区分

事項



文書管理規則
別表の検討・作成

令
和
９
年
度

システムの動き
（デジタル庁における対応）

改正文書管理規則の適用

文書管理規則の施行

※ 一部規定については、新文書管理システム（GSS-SPO連携機能）
の導入時期と連動することから、経過措置を設ける。

令
和
８
年
度

各行政機関における対応

制度改正

内閣府における対応

事務連絡発出
（文書管理規則別表改正について）

改正に係る事務

文書管理規則
別表の確認

月

12

行政文書管理規則 保存期間表

規則別表案の提出

事務連絡の発出

文書管理規則
案の確認

ＧＬ改正・課長通知を改正

公文書管理委員会
・各行政機関の文書管理規則の諮問

改正ＧＬ・課長通知の適用

ＧＬ・課長通知の一部施行

データ取込用フォーマットの準備

（文書管理規則別表・保存期間表）

公文書管理委員会
・課長通知２改正案 （R9.4.1施行予定)

公文書管理委員会
・ＧＬ改正案（R9.4.1施行予定）

・課長通知１改正案※（R9.4.1/R10.4.1施行予定)

※ 新文書管理システムを見据えた内容を加え、課長通知２（デジタル化への
対応に関する公文書管理課長通知）については令和８年度に改正予定。

８

月

令
和
７
年
度

新文書管理システム

GSS-SPO連携
機能の利用

全EASY機
能の利用
準備

※ システム整備のスケジュール
については、所要の予算措置
状況等により、変更があり得
ます。

一部EASY
機能
の利用

全EASY機能
の利用

全行政機関において
EASY機能改修部分の

一部運用開始

全行政機関において
EASY機能改修部分の

全部運用開始

一部行政機関におい
てGSS-SPO連携機能部

分の運用開始

一部行政機関において
GSS-SPO連携機能の運用

開始準備

※保存期間表関連

規則改正案の提出

確認結果の回答

確認結果の回答

規則改正案の諮問

規則改正案への同意

データ取込用フォーマットの入力準備
（文書管理規則別表・保存期間表）

文書管理規則
別表データ作成

（入力・エラーチェック）

文書管理
規則改正案の

作成

文書管理規則
別表データ確定
※必要な場合は修正

保存期間表
データ確定

※必要な場合は修正

保存期間表
データ作成

（入力・エラーチェック）

保存期間表の
検討

文書管理規則改正

※ 運用開始時期は行政機関に
より異なる。（パイロット移行）

フォーマットの提供

４
月

月
10

７
月

４
月 規則別表の検討状況等の進捗報告

保存期間表データの⼊⼒状況等の進捗報告

（ 11月頃 公文書管理委員会開催 ）

確定データの提出

※上記のスケジュールについては、今後変更の可能性があります。

事務連絡発出
（保存期間表作成について） 保存期間表作成例の提供
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７．新文書管理システムを見据えたガイドライン及び課長通知改正等
に基づく今後のスケジュール（予定）について



〈参考資料〉



9

【参考１】保存期間表の概要 ①

○ 文書管理者は、別表を踏まえ、保存期間表
を定め、公表しなければならない。

（ガイドライン（見直しイメージ） 第４整理３（１））

○ 文書管理者は、規則の別表を踏まえ、
当該文書管理者が管理する行政文書につ
いて、職員が適切に保存期間の設定がで
きるよう、具体的な業務及び文書に即し
て、保存期間表（標準文書保存期間基準）
を定め、公表するものとする。

（課長通知（見直しイメージ）１－３行政文書の整理について２（２）①）

■ 保存期間表の作成、公表 法令・ガイドライン・規則・保存期間表の関係（イメージ）

〈課長通知（見直しイメージ）１－３（抜粋）〉

（第109回公文書管理委員会（令和６年11月19日）資料４）
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【参考２】保存期間表の概要 ②

■ 保存期間表の項目

（保存期間表の標準例）

保存期間表の項目は、公文書管理課長通知によって標準例等が定められている。

（課長通知２－３共有フォルダにおける行政文書の電子的管理に関するマニュアル ３（１）、（２））

・各課室で具体的に所掌している業務（又は、当該年度において発生するであろうことが予見され
る業務）の内容及びプロセスに着目しつつ、各行政機関の規則に掲げられたものと整合するように、
「事項」、「業務の区分」、「当該業務に係る行政文書の類型」、当該行政文書の「具体例」、
「保存期間」、「文書管理規則の別表第２の該当事項・業務の区分」、「保存期間満了時の措置」
という欄を設け、内容を入力又は更新する。

・保存期間表に「大分類」、「中分類」、「小分類（行政文書ファイル等の名称）」という欄を設
け、各課室で管理する行政文書に係る「大分類」「中分類」「小分類」の名称を、従前の行政文書
ファイル管理簿に記載された内容を参考に記載する。この際、大中小分類と保存期間表との関係に
ついては、大分類は「事項」、中分類は「業務の区分」、小分類は「当該業務に係る行政文書の類
型」に対応するものとする。

・保存期間表に作成された大中小分類
に沿って、「記録用フォルダ」に大
分類、中分類及び小分類を作成する。

今後、課長通知の見直しが必要

（第109回公文書管理委員会（令和６年11月19日）資料４）
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【参考３】保存期間表に関する現状

各行政機関における保存期間表

○ 行政機関によって、保存
期間表の中で設けている
項目は様々。

○ 項目の中に書かれている
内容も様々であり、特に
大分類については、「事
項」、「担当名」、「所
管している具体的な施
策」を記載するなど、文
書管理者により異なって
いる。

〈第99回公文書管理委員会（R4.11.9）参考資料２〉

（第109回公文書管理委員会（令和６年11月19日）資料４）




